
１．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準および評価方法

　　 満期保有目的の債券・・・・・償却原価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

　　 機械装置及び什器備品・・・・・定率法によっている。

　　 ソフトウェア・・・・・定額法（３年、５年）によっている。

（3）引当金の計上基準

　　 退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、

　　　　　　　　　　　　　当期末における自己都合要支給額を計上している。

（4）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額およびその残高

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金・普通預金 70,406,300 0 0 70,406,300

　投資有価証券 179,824,466 28,459 0 179,852,925

小　計 250,230,766 28,459 0 250,259,225

特定資産

　退職給付引当資産 105,421,100 3,124,000 0 108,545,100

　ＩＦＥ事業積立資産 3,000,000 0 0 3,000,000

小　計 108,421,100 3,124,000 0 111,545,100

合　計 358,651,866 3,152,459 0 361,804,325

財務諸表に対する注記

科　　目



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味
財産からの充当
額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産

　定期預金・普通預金 70,406,300 (70,406,300) (0) —

　投資有価証券 179,852,925 (179,377,845) (475,080) —

小　計 250,259,225 (249,784,145) (475,080) —

特定資産

　退職給付引当資産 108,545,100 (0) (0) (108,545,100)

　ＩＦＥ事業積立資産 3,000,000 (3,000,000) (0) —

小　計 111,545,100 (3,000,000) (0) (108,545,100)

合　計 361,804,325 (252,784,145) (475,080) (108,545,100)

４．担保に供している資産

　　担保に供している資産はない。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取  得  価  額 減価償却累計額 当期末残高

機　械　装　置 607,122,380 566,973,661 40,148,719

什　器　備　品 1,738,228 1,124,925 613,303

合　　　　　計 608,860,608 568,098,586 40,762,022

６．満期保有目的の債券の内訳並び帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並び帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価格 時価 評価損益

日本国債（第143回） 29,975,110 34,323,150 4,348,040

日本国債（第144回） 40,102,850 45,337,200 5,234,350

日本国債（第10回） 29,356,918 32,704,530 3,347,612

日本国債（第174回） 80,418,047 76,512,000 △ 3,906,047

合　計 179,852,925 188,876,880 9,023,955
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７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

補助金等の
名称

交付者

前
期
末
残
高

当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

科学研究費補助金
間接経費

(国研)日本
学術振興会 0 2,580,038 2,580,038 0 ―――

一般研究開発助成
(公財)天田
財団 0 2,000,000 2,000,000 0 ―――

0 4,580,038 4,580,038 0

８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　額

経常収益への振替額

　　　基本財産受取利息 1,677,865

合　計 1,677,865

９．退職給付関係

　（1）採用している退職給付制度の概要

　　　　　 　 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　（2）退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

△ 108,545,100

△ 108,545,100

　（3）退職給付費用に関する事項 （単位：円）

3,124,000

3,124,000

　（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　 退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を

        基礎として計算している。 

10．重要な後発事象

　　該当なし。

合　　　計

②退職給付費用

①退職給付債務

②退職給付引当金

①勤務費用

内　容


